
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [96,297円]
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定員管理の適正度
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実質公債費比率 [12.4%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [288,819円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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行田市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：類似団体平均を下回っているが、本市では、旧地域総合整備事業債、公害防止事業債等、基準財政需要
　　　　　　　　額に算入(普通交付税措置)される元利償還金が比較的多く、税収以外で数値を下げる要因が存在している。
経常収支比率：類似団体平均及び県内市町村平均ともに上回っており、財政硬直化の傾向にある。この要因として、人
　　　　　　　　　件費では退職者不補充や地域手当の減額等に努めてはいるものの、少人数学級編制事業に係る市費負
　　　　　　　　　担教職員の採用による増額の影響が大きい。公債費は臨時財政対策債の元金償還の増に加えて、土地
　　　　　　　　　開発公社経営健全化対策資金貸付事業債の償還がピークを迎えている。また、子ども医療費支給事業、
　　　　　　　　　障害者のレスパイトサービス事業の実施等、各種福祉施策等の市費による単独上乗せ分の実施により、
　　　　　　　　　扶助費の増加も著しい。つまり、市民サービス向上のため、積極的に事業展開していることが数値を上げ
　　　　　　　　　る要因となっている。このため、今後、集中改革プラン等に基づき、「事務事業の再編･整理、廃止・統合」、
　　　　　　　　　「定員管理の適正化」等を着実に進め、現在の水準以下になるよう努力する。
ラスパイレス指数：類似団体平均よりも若干上回っているが、全国市平均とほぼ同数値であり、給与構造改革の実施等
　　　　　　　　　　　により、適正値を保っている。今後もより一層の給与の適正化に努める。

人口１人当たり地方債現在高：類似団体平均を若干下回るが、県内市町村平均では上回っている。なお、特例地方債（臨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時財政対策債・減税補てん債・臨時税収補てん債）の残高が、全体の37％近く占めており、数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　値を上げる要因となっているが、これらは後年度の償還の際にその全額が基準財政需要額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に算入（普通交付税措置）されることから、財政運営上は特段問題ないと考えている。
実質公債費比率：類似団体平均を１．４％下回り、県内市町村平均も０．５％下回った良好な数値となっている。今後はス
　　　　　　　　　　　トックである市債残高を削減しながら、数値の適正化に努める。
人口1,000人当たり職員数：これまで適正な定員管理に努めた結果、少人数学級編制事業に係る市費負担教職員の採用
　　　　　　　　　　　　　　　　　や単独での消防業務を行っているにもかかわらず、類似団体平均及び県内市町村平均ともに大
　　　　　　　　　　　　　　　　　きく下回っている。今後も集中改革プラン等に基づき、職員数の削減に取り組む。
人口１人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体平均及び県内市町村平均ともに下回っている。行政改革大綱・集中改
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　革プランに基づき、定員管理・給与の適正化、民間委託等の推進、施設維持管理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等の見直しを実施してきた成果である。


